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はじめに
　近年、子どもを取り巻く環境は大きく変化
している。社会経済環境の変化としては、日
本の子どもの貧困率は、2015年に13.9％で、
7人に1人の子どもが貧困状態にある1。子ど
もの貧困率は、近年若干改善したものの、
OECD諸国の中では高い水準で推移してい
る。その要因の一つが子育て世代の非正規雇
用の増大であると考えられている。地域環境
の変化としては、地域社会が衰退し、地域で
子育てをする力が低下している。家庭環境に
ついても、3世帯同居の減少2や共働き世帯の
増加3によって家庭での子どもの養育力の低
下がみられる。
　過去の研究から、子どもの社会経済環境や
家庭環境は、教育歴や生活習慣等を通じて健
康に影響を与えることが分かっている。そこ
で本稿では、著者らが実施した富山出生コホ
ート研究（富山県の1989年度生まれの子ども
約1万人を3歳から高校1年生まで追跡した研

究（富山スタディ））と文部科学省スーパー
食育スクール事業（子どもの食行動や生活習
慣、健康の改善を目指す文部科学省の事業）
で、富山県においても約2千人の小学生を対
象に実施4した研究結果に基づき、子どもの
健康の社会的決定要因や親子の食育リテラシ
ー育成の取組みについて述べるとともに、子
どもの健康を育むための社会環境づくりにつ
いて考察したい。

健康の社会的決定要因
　子どもの貧困率に関する問題の中で、日本
に特徴的な問題は「ひとり親世帯」の貧困率
の高さである。富山スタディでは、「ひとり
親世帯」の子どもは、両親と子世帯や3世代
世帯と比較して、朝食の欠食や就寝時刻が遅
い子どもが多く、通塾率を指標とした場合の
教育機会が少なく、肥満の割合や頭痛の頻度
を指標とした場合の健康水準が低いことが明
らかとなっている5，6。また、母子世帯と父子
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図１　母の就業と子どもの生活習慣の関係
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世帯では、父子世帯の子どもに課題が多かっ
た。また、母親が常勤の仕事をもっている子
どもは、パートタイムや主婦の母親の子ども
に比べ間食が多いなど、母親の就業形態と子
どもの生活習慣（食行動）には強い関連性が
みられた7。

　スーパー食育スクール事業の研究では、就
業している母親の子どもは、野菜を食べる心
がけがなく、朝食を欠食し、長時間テレビを
視聴していることが分かった8（図1）。暮らし
のゆとりがない家庭では、子の健康満足度が
低く、朝の目覚めの気分が悪いなど、家庭の
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図２　暮らしのゆとりと子どもの健康の関係
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図３－１　保護者の食育への関心と子どもの食行動の関係 図３－２　親子の会話と子どもの食行動の関係

図３－３　子の家事手伝いと子どもの食行動の関係

文献８より筆者作図

DIO_No353.indd   15 2020/01/10   9:39:11



DIO 2020, 1

経済的要因が子どもの食行動や健康に関連し
ていた8（図2）。また、保護者の生活習慣が悪
いと、子どもが朝食を欠食し、孤食になる傾
向があった。保護者のなかでも特に母親の生
活習慣と子どもの生活習慣が関連することが
分かった9。
　一方、保護者の食意識が高く、親子の会話
が多く、子どもが家事手伝いをする家庭では、
子どもが野菜を食べる心がけがあり、好き嫌
いが少ない傾向がみられた8（図3－1,2,3）。
保護者の食意識が高く、かつ、子どもとコミ
ュニケーションをもてる時間的および精神的
ゆとりがある家庭環境が、子どもの食意識を
育むと考えられる。

地域の多職種連携による親子の食育リテラ
シー育成
　現在、適切な食品選択や食事の準備のた
めの必要な知識や技術について、世代間での
継承が困難になりつつある。また一方、食に
ついて考慮しなければならないことは、昔よ
りも増えている（例．減塩、低脂肪、食材の
安全性等）。食を営む力を誰がどう伝えてい
くかが課題である。食の情報はインターネッ
ト上で容易に取得できるが、玉石混交の情報

から科学的知見に基づいた正確な情報を取
得する必要がある。また、地域で食育を実践
している方々がいるものの、学校や家庭との
連携は必ずしも十分ではない。地域の各種の
社会資源と連携した食育リテラシー教育は、
こうした問題の解決の一つとなると考えられ
る。
　2014年度に富山県で実施された文部科学
省「スーパー食育スクール事業」では、富山
県教育委員会の主導により地域の多職種（大
学教員、学校教諭、学校医、家庭、PTA、
農業協同組合、食生活改善推進委員等）が
連携して、食に関する教育講演、稲刈りや料
理などの親子の体験活動、ニュースレターの
配布等によって食育を推進した。また、食育
事業の実施前後で、食育に関する知識や意識、
健康状態の変化を評価した。
　その結果、知識や意識の変化として、食育
に関心のある子どもの割合は53.9％から
57.0％へと上昇した。態度や行動の変化とし
て、食育に関し栄養バランスを考慮した食事
を作る保護者の割合も83.7％から87.3％に上
昇した。野菜摂取を心がけている子どもの割
合は、81.4％から84.1％へと上昇し、好き嫌
いがないと回答した子どもの割合も16.9％か
ら20.5％に上昇した。健康状態の変化として、
子どもにおける肥満の割合は5.3％から4.1％
に減少し、子どもの健診での「異常なし」の
割合も66.7％から70.8％に増加した10（図4）。
以上から、地域の多職種で取り組む親子の食
育リテラシー教育は一定の効果があると考え
られる。

小児期からの生活習慣病予防
　富山スタディでは、子どもの生活習慣は家
庭環境や社会環境の影響を受けて形成される
こと、また、就学前の生活習慣はその後の学
童期に入っても継続しやすいこと、望ましく
ない生活習慣が多いほど小児肥満の原因とな
ることなどが報告されている11。したがって、
小児期からの生活習慣病予防が求められる。
　また、子どもの教育機会の確保は健康づく
りにも重要である。前述の通り、教育機会は
家庭環境や経済環境に左右されやすいが、教
育格差は、生活習慣格差や健康格差につな
がり、その後の人生に大きな影響を及ぼすこ
とがわかっている。
　著者らの「富山県認知症高齢者実態調査」

（2014年に富山県在住65歳以上の無作為抽出
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図４　地域・学校・家庭と連携した事業による知識・態度・健康状態
の変化
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した約1300人の高齢者に対する訪問調査）を
追加分析した研究から、成人期の糖尿病をは
じめとする生活習慣病は、高齢期の認知症の
原因となることが分かった12。また、教育歴
が短い人は、認知症になりやすい傾向があっ
た12。教育歴が10年以上の人を1とすると、6
年以下の人は年齢を考慮しても3.56倍認知症
になるリスクがあった。教育歴が長いと、脳
の認知機能の予備能力が高まり、認知症にな
りにくくなると考えられる。また教育歴が短
い人は、高齢期に歯を完全に喪失しやすい傾
向があった13。教育歴が10年以上の人を1とす
ると、6年以下の人は年齢を考慮しても3.07
倍、歯を完全喪失するリスクがあった。経済
状況がよい家庭ほど、親が歯磨きする習慣が
多く、子どもに歯磨きの指導をするという研
究報告がある。
　生涯にわたって続く健康格差は、子どもの
頃から既に始まっている。小児期からの良好
な生活習慣づくりや十分な教育機会を提供す
ることが、成人期以降の生活習慣病、認知症、
歯の喪失の予防につながる可能性がある。

おわりに
　子どもの健康は、世帯構成や親の就業・生
活習慣、食意識を含む家庭環境に影響を受け
る。子どもの頃の家庭の社会経済的格差が、
その後の教育格差や生活習慣格差、成人期
以降の健康格差へと生涯にわたり連綿と続い
ていく。
　格差を乗り越え、子どもの頃からの健康づ
くりを推進する一つとなるのが、良好な食行
動・生活習慣を身につけることのできるよい
家庭環境づくりだろう。よい家庭環境づくり
のためには、その親達自身が健康でよい食習
慣・生活習慣をもつことが鍵となる。しかし、
長時間労働、非正規雇用が増大している現代、
親達は日々生活を送るだけで精一杯となり、
自身の生活習慣はおろか、子どもの食生活や
生活習慣を良好にする余力は持ちづらいと考
えられる。子どもの家庭環境をよくするため
にも、その親達の労働環境をよくすることが
重要である。実際、著者らの研究から日本の
女性は、イギリスやフィンランドの女性と比
較し仕事や家庭の心理的社会的ストレスが多
くワーク・ライフ・バランスが悪いことが分
かっている14。さらに、特に母子世帯などひ
とり親世帯への経済的・教育的側面からの支
援の拡充が求められる。また、子どもとあわ

せて親世代にも取り組みやすい食育の普及が
有効になると考える。地域での親子を対象と
した多機関・多職種が連携して展開されてい
る食育の推進は、全ての世帯の家庭環境の底
上げにつながると考えられる。
　子どもの食育や生活習慣づくりを通じた、
健康で健全な育成ができるための社会環境づ
くりが重要になる。
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